












 

 

4)深層地下水 

 比較的深い位置の粘土・泥層などの第一不透水層よりも下部の地下水は、難透水層に挟

まれているため被圧されており、大気圧より大きい圧力を保持している地下水をいいます。 

 深層地下水の取水方法には深井戸が用いられ、地表水の影響を受けにくく、衛生的安

全性の高い水質で安定していることから生活用水、工業用水などに多く使用されています。 

 また、地下水の保有する恒温性の特性を利用して、消・流雪用水、冷却用工業用水、

養魚用水、園芸保温用農業用水、ヒートポンプ等に使用されています。 

深井戸は、砂質・砂礫の帯水層が取水量に見合った立体的な厚さがあれば安定した量を

確保できますが、地下水の速度（概ね 1m/日以下）が極めて遅いため、過剰揚水を行うと

地下水の水収支が崩れて不透水層の圧密に伴う地盤沈下が生じ、また、海岸部では塩水化

を引き起こす原因などになるので、常に適正な揚水量の範囲内で採水を行うことが必要不

可欠です。なお、一旦、地下水汚染を受けてしまえば、その被害と対策が長期化してしま

います（図 1参照）。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

図 1 帯水層などの分類 

 （出典：西垣 誠監修・共生型地下水技術活用研究会編：都市における地下水利用の基

本的考え方、p9、2007） 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2 伏流水用集水埋渠 （出典：水道施設設計指針―ＪＷＷＡ） 



 

 

 

1. 地下水使用量 

地下水は、河川水に比べ極めて低濁度で濁質変動等が殆ど無い良質なことから、河川水

のような大規模な沈砂池・凝集沈澱池などの浄水施設を必要とせず、処理が容易なため、

いろいろなな用途に使用されています。さらに、深層地下水の恒温性を活用した養魚用水、

冷却用水、消雪用水、ヒートポンプ等に利用されています。 

 地下水使用量は、国土交通省、農林水産省及び環境省の 2008 年度状況調査によると、

工業用水 35.0 億ｍ3 /年（全水使用量に対する地下水依存率 28.4%）、生活用水 33.1 億ｍ3 /

年（地下水依存率 21.4%）、農業用水 28.7 億ｍ3 /年（地下水依存率 5.2%）となっており、

この３用途の合計が 96.7 億ｍ3 /年で、河川水と合わせた全水使用量 824.0 億ｍ3 /年に対し

て 

地下水依存率 11.7%を占めています。 

 この用途以外に養魚用水 13.0 億ｍ3 /年、建築物用等 6.5 億ｍ3 /年、消・流雪用水 3.8ｍ3 

/年に使用されており、これらを含めた地下水使用量は 120.0億ｍ3 /年と推計されています。 

 

2. 地下水の用途別割合 

地下水の用途別割合は、国土交通省、農林水産省及び環境省の 2008 年度状況調査によ

ると、工業用水 29.1%、生活用水 27.5%(図 3参照)、農業用水 23.9%、養魚用水 10.9%、

建築物用等 5.4%、消・流雪用水 3.2%の順になっています（図 1参照）。 

都市用水（生活用水＋工業用水）の地域別地下水取水量は、東海、関東が多く、全国の

約 5割を占めています(図 2参照)。 

都市用水に農業用水を加算した地域別地下水依存率は、関東内陸（23.7%）、東海（20.9%）、

南九州（20.1%）、四国（18.4%）の順に高い依存率になっています。 

地下水利用量の近年の推移は、工業用水が減少傾向にあり、生活用水はほぼ横ばい状態

にあることから、都市用水としては減少傾向になっています。また、農業用水も減少傾向

を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 地下水使用の用途別割合 

 

Q4.2  地下水使用量とその用途別割合は？ 
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図 3 地域別用途別地下水依存率(生活用水) 

図 2 地域別用途別地下水依存率(都市用水=生活用水＋工業用水） 

(注) 1.国土交通省水資源部調べ 

2.都市用水の全体使用量は 2008 年度の使用量より算出 
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1. 地下水所有権の現状 

我が国の湧水、浅層地下水及び深層地下水については、伏流水のような水利権はなく、 

地下水は原則として土地所有者に権利があります。 

 民法第 207条で「土地の所有権は、法令の制限内において、その土地の上下に及ぶ」と 

されていることから、現在、私有地における地下水の利用は量的規制地域以外において自

由に利用できる、いわゆる土地に付属する「私水」であるとする民法上の解釈です。 

 

2. 地下水に関する最近の問題 

 地下水に関わる大きな問題としては、以下のような社会的問題が生じたため、その対策 

などの法制度や条例等で対処されてきています。 

・地下水の過剰揚水による地盤沈下、塩水化等・・・採取量・利用の法制度、条例規制 

・地下水涵養機能の低下・採取量増大に伴う減少・水位低下・・・地下水保全条例制定 

・化学物質、重金属、農薬等による地下水汚染・・・・・・地下水水質保全関係法制度 

 ・外国から森林等私有地の買収が増えており、地下水目的と推察されるので対策などの

法制度を急ぐ必要があるといわれています。・・・・・・・私有地売買の法制度なし 

 

3. 地下水を公水（公共用水）にすべきとする見解 

地下水は、流域の高い所から低い方向に自然流下しているので、けして土地所有者の地

下に不動の状態で存在しているのではありません。また、流動している地下水の所有権を

明確にする社会通念の確立がなされていません。さらには、地下流域を流動している地下

水の質・量等に対しては、土地所有者が責任をもって管理保全することはできないほどの

不可能な範囲にあるといえます。 

このような見解から、地下水は流域における水循環の形態で、人やあらゆる生き物に利 

用される共有財産であると考えられることで、地下水を公水と規定し、流域全体の協力体

制によって管理保全を行っていくことが妥当とする見解が強まってきています。 

 

4. 水循環基本法（仮称）制定の動向 

「水」政策の指針・理念や統合的な施策を定める基本法はないため、湖沼や河川などの

表流水はもちろん、温泉も含めた地下水などすべての水を対象に公水とした水行政の一元

化を確立し、総合的な水の管理体制を確立する「水循環基本法（仮称）」の制定法案を議員

立法で近く上程されることになっています。 

水に関係する管轄省庁が中央官庁だけでも７省にまたがっており、個別の水道関係法や

事業法は 50 以上にも存在しています。このため、先ずは骨子案の水循環基本法を制定後

に施策の目的を達成するため、個別の関連法律を改正し、健全な水循環の一元管理方針を

具体化していく動向にあります。なお、外国から既に地下水を狙ってとみられる森林私有

地の買収（国土交通省・林野庁調べ 2006~2010まで 40件 620.5ha）が進行してきている

今日、土地所有者に帰属する地下水を国民の公共財として法制化して一元管理していく必

要があり、緊急を要す状況下にあると叫ばれています。 

 水に関する管轄省は、国土交通省（水資源、河川治水、下水道）、厚生労働省（水道）、

Q4.3 地下水は公水とする見解をどう考えるべきか？ 
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経済産業省（工業用水道）、農林水産省（農業用水）、環境省（環境保全、水質管理）、総務

省（地方公営事業）及び外務省（政府開発援助）の７省にまたがっているのが現状です。 

 地下水の水循環機能や保全・モニタリングの概念については、図 1 を参照してください。 
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1. 地下水の保全 

地下水涵養量を超える無秩序な利用や都市開発に伴う過剰揚水により地盤沈下や塩水

化などの地下水障害が発生し、近年、社会的な環境問題となってきました。 

 地盤沈下は、1955 年以降からさく井技術の進歩により、顕著な都市部を中心に全国的な 

大きな問題となりました。また、塩水化は、臨海部における地下水位が異常に下がったた 

め、帯水層に海水が浸入して塩害が生じました。 

特に、沈下被害の著しい地域である濃尾平野、筑後・佐賀平野、関東平野北部（埼玉、 

千葉、群馬、栃木、茨城の一部）の３地域を対象とした国の地下水政策「地盤沈下防止等

対策要綱」が施行されました。さらに「工業用水法」、「建築物用地下水の採取の規則に関

する法律（ビル用水法）」及び地方自治体の地下水採取規制に関する条例や地下水保全対策

が実施され、さらに表流水への転換などの対策により、最近では大きな地盤沈下や塩水化

が少なくなり沈静化してきていますが、全国６地域に２ｃｍ以上の沈下があります。 

 因に、関東平野の下町地区では地下水以外の天然ガスかん水の過剰揚水も加わり沈下量 

の増大と塩水化を促進したため、水溶性天然ガス採取を 1972 年に停止した経緯がありま

す。 

 地盤沈下が著しかった大都市部では、地下水採取規制等の効果により地下水位が回復上 

昇してきたため、地下構造物への浮力・浸水対策や地震時液状化促進などの新たな悪影響 

を及ぼしている事例があります（図 1参照）。 

 一方、地下水の水質保全については、トリクロロエチレン等の有害物質による地下水汚 

染が全国で顕在化したため、「水質汚濁防止法（1970 年制定）」に基づき都道府県が常時監 

視視することになり、毎年、地下水質の測定が行われています。環境省の 2009 年度地下 

水水質測定結果によると、トリクロロエチレン等は極めて少なくなりましたが、硝酸性・ 

亜硝酸性窒素、砒素、ふっ素、鉛の順に環境基準をやや超過しています。また、「環境基本 

法（1993 年制定）」による環境の保全に関する施策の基本となる事項を定めています。 

 このようなことから、今後は涵養などの地下水保全を行いながら持続可能な地下水利用 

を図っていく必要にあります。 

 

2. 地下水の適正利用  

 地下水は、恒温性で清浄にして低廉な設備で利用できるなど利用価値が高いことから、

水道、工業用水道及び農業用水等に多く利用され、災害時対応の重要性も高まっています。 

 地下水の適正利用とは、地下水流域における降雨、河川浸透などの涵養量を超えない安

全な範囲内の量で、地下水障害や枯渇を生じさせない合意的に利用されている状態をいい

ます。具体的には、届出不要の井戸等の実態が不明など正確な地下水利用量を把握するこ

とが困難な現況のため、地下水位の変動状況をモニタリングにより地下水の収支バランス

を評価し、帯水層別の水位の管理基準値を定めるなどすれば、その数値以下の水位保持の

利用なら許容涵養量の範囲での適正な地下水利用がなされていることになります（図 1,図

2参照）。 

 

Q4.4 地下水の保全と適正利用とは？ 
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注記：図 1,2 の出典は、「西垣 誠監修・共生型地下水技術活用研究会編：都市における地

下水利用の基本的考え方,2007」より引用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 地下水の適正利用概念 

図 2適正利用と利用量の関係 
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 地下水障害は、地下水流域の水収支バランスが損なわれた場合に生じるが、障害が起こ

る原因に二面性があります。一面では、過剰揚水にり地下水位が低下したことが原因で生

じる地盤沈下や塩水化などの障害が生じ、その反面、地下水位の回復・上昇による原因で

生じる地下構築物の浮力上昇や液状化現象などの障害が生じます。 

 

１．地下水位の低下による障害 

１）地盤沈下  

 過剰揚水により被圧地下水を保持している粘土層などの不透水層に含まれている微量な

水分も搾り出されて層厚が圧縮され、その相当分の沈下が生じることになります。一旦沈

下した地盤は元の高さに戻ることなく、台風や津波水害の影響を受けやすくなります。 

 地盤沈下が沈静化していますが、地域によっては地表水の渇水期や多雪時には大量の地

下水利用により沈下がみられます（図 1参照）。 

２）塩水化 

 海に近い沿岸では地下水の過剰揚水等により海に流れる動水位が海面より低くなると、

海水の逆流により井戸に流入し塩水化を起こします。また、温暖化による海面上昇によっ

ても生じる原因になります。一旦塩水化してしまうと帯水層に取り込まれた塩分が長期の

残存で地下水水質に悪影響を及ぼし、農作物や利用水などに被害が生じます（図 2参照）。 

３）地下水の枯渇 

 地下水涵養量よりも過剰揚水により均衡が崩れると、地下水位の低下により湧水の枯渇

により植物の生育に悪影響を与え、家庭や農業用水等の浅井戸が涸れ、そして水道など利

用の深井戸揚水量が減じていくなど枯渇していきます。 

４）地下水の流動阻害 

 大規模地下構造物や遮水壁設置工事により、自然の地下水の流れが変わると水質の変化

が起こり、特に醸造業などに深刻な悪影響を与えることがあります。また、設置物の上流

側で地下水位が上昇し、逆に下流側で地下水位の低下による影響が起こります。       

 

２．地下水位の上昇による障害 

Ⅰ) 既設地下構築物への浮上や漏水障害 

 高度経済成長期頃の異常な地下水低下時に造られた地下構造物は、近年の地下水揚水規

制と涵養効果の高まりとともに地下水位の回復・上昇により、地下構造物の浮力上昇及び

亀裂などによる漏水の増加現象が生じています。なお、東京駅や上野駅などでは浮上対策

費用が相当な負担になっています。 

２）液状化現象の障害 

地下水の上昇により飽和した湿潤地盤では、地震時の水平周期により液状化が生じやす

く危険性が高まります。 

３) 植生への影響 

 地下水の上昇により植生に影響し、植物の根腐れを起こし枯れてしまうことがあります。 

 

 

Q4.5  地下水障害とは？ 
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 （出典：環境省「平成 21 年度全国の地盤沈下地域の概況」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 全国の地下水塩水化の状況 

 

 

図 1 全国の地盤沈下の状況 

凡例 

●対策済みの地域 

■一部対策が実施されてい 

 るものを含め、現在なお 

被害が認められる地域 

▲極めて局部的な被害が認 

められる地域 
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１．地下水汚染 

地下水汚染とは、地下水が汚染状態にあることをいいますが、狭義的には、人の健康・

生活や自然環境に影響を及ぼす程度の有害物質が含まれている状態のことをいいます。 

有害物質は、環境基本法第 16 条に基づく、地下水の水質汚濁に係る環境基準が定めら

れています。地下水汚染の原因には、自然的要因と人為的要因があります(表 1 参照)。一

般に汚染の自然由来は深層地下水で、人為由来は浅層地下水に多くみられます。 

自然的要因としては、自然由来による砒素＞ふっ素＞ほう素＞鉛＞総水銀の重金属事例

が多く、硝酸・亜硝酸態窒素事例が極めて少ない。また、人為的要因としては、工場・事

業場、廃棄物処分場、施肥、家畜排泄物、生活排水による汚染が多く、環境省の「平成 21

年度地下水質測定結果」によると、工場・事業場の原因による物質は、テトラクロロエチ

レン＞トリクロロエチレン＞1,2-ジクロロエチレン＞ベンゼンなどの VOC（揮発性有機化

合物）汚染判明事例が圧倒的に多く、ふっ素＞砒素＞六価クロム＞鉛＞ほう素＞全シアン

などの重金属事例もやや多く、増加傾向にありますが、硝酸・亜硝酸態窒素の判明事例は

殆どありません。また、廃棄物処分場では、テトラクロロエチレン＞トリクロロエチレン

＞1,2-ジクロロエチレンなどの VOC汚染判明事例が比較的多く、砒素＞鉛＞ふっ素などの

重金属事例が少なく、硝酸・亜硝酸態窒素の判明事例は極めて少ない。 

さらに、硝酸・亜硝酸態窒素による汚染は、施肥＞家畜排泄物＞生活排水の順に汚染判

明事例が圧倒的に多い状況で、増加傾向にあります。なお、硝酸・亜硝酸態窒素による地

下水汚染の主な原因は、地表のアンモニア窒素（陽イオン）が土壌中の硝化細菌により酸

化され陰イオンになりますが、土壌粒子表面が負に帯電しているため、陰イオンは土壌に

吸着されにくいので地下に浸透しやすくなります。 

 

２．地下水汚染の浄化方法 

有害物質使用特定事業場からの有害物質を含む特定地下浸透水の地下への浸透につい

ては、意図的・非意図的に関わらず禁止されています。都道府県知事は、汚染原因者に対

し、状況に応じて水濁法に基づく浄化措置命令や改善命令をかけることができることにな

っています。汚染の浄化には、長期間にわたり回復が望めなく、相当の費用を要します。 

VOC や重金属類の浄化方法としては、汚染状況により地下水揚水法、揚水バリア井戸工

法、土壌ガス吸引法、酸化還元剤分解法、バイオレメディエーション、掘削除去処理、土

壌洗浄処理、多孔管方式高圧噴射置換工法、不溶化処理などの封じ込め工法等があり、現

場の状況に応じた汚染浄化に適する工法と費用対効果等を検討のうえ工法を選定している。 

なお、バイオレメディエーション（Bioremediation）とは、微生物等の働きを利用して

汚染物質を分解・無害化し、土壌・地下水の環境汚染の浄化・修復方法であり、外部で培

養した微生物（要厳格管理）を導入するバイオオーグメンテーション（Bioaugmentation）

と栄養剤と酸素を加えることで土着生息している微生物を活性化させることにより環境修

復を行うバイオスティミュレーション（Biostimulation）の二つの方法があります。 

 硝酸・亜硝酸態窒素の浄化方法は、物理化学的浄化法と生物学的浄化法に区分される。

物理化学的浄化法には、イオン交換樹脂法、電気透析法、逆浸透膜法及び水素ガスによる

Q4.6  地下水汚染とその浄化方法は？ 
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触媒脱窒法があります。また、生物学的浄化法には、従属栄養脱窒法と独立栄養脱窒法が

あります。従属栄養脱窒法とは、水素供与体として有機物の脱窒菌を利用して硝酸態窒素

を窒素ガスまで還元して除去する方法です。また、独立栄養脱窒法とは、水素供与体とし

て無機物を使用する方法で、例えば硫黄を利用した硫黄酸化細菌により硝酸態窒素を窒素

ガスまで還元して除去する方法です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

表 1 汚染原因（項目別） 
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１．地下水の水質的特性 

一般に水質的特徴は、地表水のように気象の影響を直接受けないため、鉄・マンガンイ

オンなど比較的溶解性成分が多いが、濁りが少なく水質が良好で安定しています。しかし、

浅層地下水（不圧地下水）と深層地下水（被圧地下水）とは水質が大きく異なります。 

 浅層地下水は、第一帯水層の自由水面を持つ地下水で地表水の影響を比較的受けやすく、

施肥、家畜排泄物、生活排水、農薬、工場・事業所廃水など人為的由来の汚染が浸透しや

すい。特に酸素を比較的多く含むため、硝酸・亜硝酸態窒素濃度の増加が多くなってきて

いる。また、遊離炭酸を多く含むので pH 値 6.0~6.8 と低く、金属やコンクリートの侵食

性を示す場合が多い。ときには、ミズムシ、ヨコエビ、ケンミジンコ等の地下水性動物が

見いだされることがありますが、直接衛生上の問題となるものではありません。 

 他方、深層地下水は、不透水層下での被圧されている地下水で地表水の影響を受けにく

いため、衛生的安全度が高く、恒温性がある。特に硬度が高めで、遊離炭酸が少なく pH

値 7.0~7.4 を示すとこが多い。また、酸素がほとんど無いため、揚水すると硝酸・亜硝酸

態窒素が還元されてアンモニア窒素になる。これは、大腸菌や異常な一般細菌が検出され

なければ、汚染と無関係です。ときには、硫化水素を含む硫黄細菌や鉄バクテリアが繁殖

していることもあり、不快な臭味を与えるばかりでなく、井戸のスクリーンや揚水管の閉

鎖障害が生じることもあります。 

 

２．地下水の水処理技術の主な具体例 

 水処理技術は、地下水を利用する用途により、原水の必要な除去項目とその濃度の除去

率をどの程度まで処理するかによって、その処理プロセスの単独又は組合せの方法が多岐

に及ぶので、ここでは、地下水の用途を飲料水とし、その水質基準に適合できる水処理技

術として主な処理プロセスを挙げます。 

１）塩素処理 

 ① 殺菌効果：大腸菌や細菌類等の殺菌と飲料消毒として必須であるが、耐塩性病原原虫

（クリプトスポリジウム、ジアルジア等）や耐塩性ウイルスに対して殺菌効果が得ら

れないので、砂ろ過、膜ろ過及び紫外線プロセスとの組合せ対応が必要になります。 

② 酸化効果：還元状態の鉄・マンガン等の無機化合物や有機物質をすべて酸化させら

れる塩素量を注入し、除去し易くするが、有機物（フミン質）と反応してトリハロメ

タン（THM）副生成物や塩素の分解成分である塩素酸が生じる問題があります。 

２）砂ろ過 

① 急速ろ過：濁質除去を主目的として珪砂を用いるが、濁度成分の粒子が 3~5μｍ程

度なので砂層間をリークしないよう凝集剤で 10~20μm のフロック化させ物理的除

去（局部的に生物作用もある）する方法で、単層ろ過（150m/日以下）とアンスラ

サイト併用の多層ろ過（300m/日以下）があり、それぞれ重力式と圧力式がありま

す。 

②接触ろ過：鉄・マンガンはイオン状で存在しているため、珪砂の代わりに触媒酸化ろ 

剤（マンガン砂、二酸化マンガン皮膜ろ剤）による化学的除去する方法で、構造は急

Q4.7 地下水の水処理技術にどのような具体例があるか？ 
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速ろ過に同じ。除濁が必要であれば、上層部にアンスラサイトを積層した複層ろ過方

式が良い。なお、浅井戸水源は水質が変化しやすいので対応可能な検討を要す。 

② 直接ろ過（マイクロフロック法）：原水濁度が低い場合には凝集剤を添加して凝集し

た後に直ぐにろ過する方法であるが、フミン質などによる色度成分をたくさん含む

原水には過剰凝集剤の注入により弱酸性側で凝集を行う必要があるので適さない。 

３）生物ろ過（生物接触ろ過法） 

   鉄酸化細菌（鉄バクテリア、鉄細菌）や硝化細菌などを活用した溶解性の鉄、マン

ガン、アンモニア等が酸化され、酸素供給で高い濃度の処理に適しており、生物ろ

過速度 70~300m/d の実績がありますが、後続に生物リーク防止用ろ過が必要です。 

４）オゾン処理 

  オゾンを使用して水中の有機物・無機物などの酸化や細菌類・ウイルスなどを殺

菌・不活性化できる。強力な酸化力を有するので異臭味・色度の除去や消毒副生成

物前駆物質の低減などを目的として行われる。なお、排オゾン処理設備を設け、オ

ゾン処理の後段に粒状活性炭プロセスを組合せなければならない。 

５）粒状活性炭（GAC）、生物活性炭（BAC） 

  地下水の場合には、前処理塩素の残留遊離塩素とフミン質等の反応で生じる有機塩

素化合物の吸着除去（GAC）を主な目的として利用される。また、有機物（TOC）

が多いフミン質等の難分解性物質をオゾン処理で易分解性にした物質を活性炭内

の微生物による分解作用を利用した生物活性炭（BAC）＋ろ過として使用される。 

６）エアレーション（噴水式、充填塔方式等） 

   揮発性有機化合物、硫化水素、遊離炭酸の除去及び鉄の酸化促進に利用される。 

７）吸着剤（セリウム系、活性アルミナ系、鉄系、二酸化マンガン系） 

   地下水では主に、ひ素吸着樹脂処理及びふっ素吸着樹脂処理に使用される。 

８）イオン交換樹脂（カチオン交換樹脂、アニオン交換樹脂）  

   低濃度の無機イオン類を除去する硬水軟化処理、硝酸イオン処理に利用される。 

９）電気透析法（ED） 

   溶解イオンを電気エネルギーで移動させイオン交換膜にて脱塩、濃縮する方法で、

地下水においては硝酸態窒素の脱塩除去の他、硬度成分、ふっ素、ひ素、臭素、ア

ンモニア等の脱塩除去に使われています。 

10）膜ろ過 

   膜の種類は、精密ろ過膜（MF）、限外ろ過膜（UF）、ナノろ過膜（NF）及び逆浸

透膜（RO）があり、分離対象物質によって使い分けられ、MF・UF は病原性原虫

や細菌類等除去に確実性がある。なお、イオン溶解質の除去に NF や RO が有効で

す。 

11）紫外線消毒（UV）・・・地下水対応の場合 

   病原性原虫の不活化（感染力を失う）に効果的で、塩素処理の前段での使用を要す。 
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地下水は古来から水田、畑、ため池、非舗装等により自然涵養されてきましたが、近年

の都市化と共に地表面不浸透面積の拡大や休耕田の増加などで雨水の地下浸透量の割合や

涵養機能の減少化が進んできてます。   

このため、都市型水害の発生や地下水の水位低下に伴う湧水・井戸の枯渇、塩水化、地

盤沈下、地下水質悪化などの問題があるほか、河川平常時の流量減少に伴う河川水質や水

生生物の生息環境にも悪影響を及ぼすことなどから、自然の地下水涵養機能の回復と人工

的な地下水涵養の推進により、地下水利用との均衡を図り、水循環系の健全性の確保を図

る必要性が高まっています。 

 

1.地下水涵養の技術 

 地下水の人工涵養の技術は、主に涵養量増加による地下水位の上昇・流動量の増加や帯

水層の流水による水質改善を目的とし、様々な試験・研究が実施されており実用化が期待

されています。 

人工的地下水涵養には、直接法と間接法に区分され、直接法に「井戸涵養法（注入法）」、

「地表涵養法（浸透法、拡水法）」及び「誘導涵養法（誘発法）」があります。間接法は、

地下水涵養地の確保として、緑地運動、造林運動、水田の保全、透水性舗装等により地下

浸透量の増大を図る目的です（図 1参照）。 

 

2.地下水涵養の事例 

この他に、地下水盆で海域へ流出している地下水を帯水層中に遮水壁で堰止め貯留させ

ると共に塩水の遡上防止を目的とした地下ダムや透水性の高い地盤上に貯水池を設け、表

流水を導水し地下浸透させることにより、平常時の地下水涵養と洪水時における河川流量

調整による洪水被害防止目的の地下浸透ダムによる実施事例があります。 

 井戸涵養法は直接帯水層に雨水等注入する方法で、地盤沈下対策として多方面で多く行

われてきたがスクリーン周りに気泡溜りや注入水に含まれている鉄が酸化等による目づま

りが生じることがあるので、汚れた水を注入させないことが必要ですが涵養量的にも多く

は望めない。これに対し、地表涵養法（浸透法、拡水法）は、広大な面積を必要とします

が目づまりの問題が少なく、浅層地下水として大きな涵養量を期待できます。 

 なかんずく、水田法による効果が高い。これは、非灌漑期に休耕田に水を張る方法であ

るが、浸透涵養のみならず害虫進入防止により春季の農薬散布を減量でき、水鳥の飛来で

メダカ以外に餌とする雑草種子の減少による除草と鳥糞の天然肥料として効果があり、

鼠・モグラ移動駆除など営農面からも効果が期待されます。 

 涵養方法を水田や涵養池として実施（試験含む）されている主な地区は、秋田県美郷町、

福井県大野市、熊本県白川中流域、富山県砺波市、富山県魚津市、神奈川県秦野市（盆地）

などがあり、礫、砂礫地層の扇状地が多い。 

 地下水ダムを水道水源にしている実例は、長崎県、福岡県などがあります。農業用水と

して利用している実例には、沖縄県(宮古島、沖縄本島、久米島など)があります。 

 休耕田に農業用水を利用するので、水利権、法的規制を事前確認しておく必要がありま

Q4.8 地下水涵養の方法にどのような具体例があるか？ 
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す。水利権については、河川法や水利権（慣行水利権）、農業用水利用の可否、利用可能期

間、水量等を自治体や土地改良区等を通じて確認が必要です。また、法的規制については、

涵養による地すべりや斜面崩壊を誘発しないよう関連法的規制を調査・確認が必要です。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1  地下水かん養の工法別体系 

（出典：日本の水資源―国土交通省水管理・国土保全局水資源部） 
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地下水は夏冷たく冬暖かく感じると言われている恒温性の特性を活かし、養魚用水、消・

流雪用水、施設園芸の保温水、事務所温調用、帯水層の蓄熱利用などに利用されています。 

 

１）養魚用水 

 地下水の良質と恒温性により鰻、鮎、鱒類、鯉、金魚等の養殖に利用されていますが、

特に鰻養殖に 25℃前後の水温保持が必要なため、比較的水温の高い深層地下水の依存率が

極めて高く占めています。東海、東北、南九州及び四国地域では養魚用水として地下水の

使用量が多くなっていますが、大部分の地下水は利用後河川へ還元されます。 

２）消・流雪用水 

 積雪地域における交通や屋根雪等の対策として、地下水温利用の消雪パイプ（地下水利

用率約 83%）や流雪溝（地下水利用率約 4%）による融雪処理が行われているため、東北

や北陸地域で使用量が多く、地下水の低下に伴う短期的な地盤沈下等の障害が生じている

地域もあります。 

 このため、消・流雪用水の合理的な利用方法として、有効利用散水方式（交互散水方式、

自動可変散水方式、浸透性舗装方式）や散水しないで熱利用型の還元利用方式（直接方式、

熱交換間接方式、ヒートポンプ間接方式）などの利用方法が実証試験され、一部に導入さ

れています。 

３）施設園芸の保温水 

 冷暖房用熱冷源として多く地下水利用されていますが、施設園芸（ハウスメロン栽培な

ど）では、ビニールハウス外面に散水するウォーターカーテン方式や井戸・熱交換器・ヒ

ートポンプ使用方式（静岡県磐田市）による事例があります。 

４）事務所等温調用（ヒートポンプ熱利用） 

 ヒートポンプ（図 2参照）を用いた地下水の熱利用事例は、山形県最上町役場や高崎市

中央・城址地域があります。 

５）帯水層蓄熱利用 

 地下水の帯水層に蓄熱した温冷熱をヒートポンプ等により間接的に利用する方法で、冬

期には暖房用や消雪用の熱源として利用し温度の下がった地下水を還元井を通じて地下に

貯蔵する。また、夏期には逆に低温貯蔵した地下水を揚水し、冷房の冷源として利用でき

ます。これを繰り返し利用できる技術開発が地下水の質的保全を図りながら進められてい

ます（図 1 参照）。実例として北海道北広島市の冬期温熱蓄熱、愛知県豊橋市の夏期冷熱

蓄熱、山形県米沢市及び山形市の温熱・冷熱蓄熱併用例があります。 

この方法は、炭酸ガス排出量削減効果が高く、空調排熱を出さないのでヒートアイラン

ド抑制効果も高いのですが、地下に戻す温冷水の環境影響について十分に検証されてなく、

維持管理費が高く、さらに地下水揚水規制地域が多いなどから未だ普及が低い状況です。 

この方法は、炭酸ガス排出量削減効果が高く、空調排熱を出さないのでヒートアイラン

ド抑制効果も高いのですが、地下に戻す温冷水の環境影響について十分に検証されてなく、

維持管理費が高く、さらに地下水揚水規制地域が多いなどから未だ普及が低い状況です。

しかし、より効率的な技術検討等の開発により、今後の適切な利用を行い進展に期待され

Q4.9 地下水の有する熱の利用方法は？ 
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るところです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1  地下水の熱利用システムの例 

（出典：日本の水資源―国土交通省水管理・国土保全局水資源部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

  

図 2  地下水利用型ヒートポンプ概要図 

（出典：株式会社ウェルシィ資料） 
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1. 井戸の耐震性による地下水の安全性確保 

 深井戸の構造は、井戸ケーシング管がφ300以下の小口径が多いことから、地震時の 

鉛直荷重の上部ポンプピットの荷重が小さく地盤と一体的な状態であるので鉛直方向に対 

しフリーに近い挙動になります。また、水平方向に対しては、ポンプピット部の影響が少 

なく、それ以外は水平荷重がかからないなど地盤と一体的な挙動をなすものとみなされま 

す。事例として、2011 年の東北地方太平洋沖地震や新潟県中越地震及び兵庫県南部地震な 

ど過去の大震災による被害状況からみて、深井戸の構造上から地震に対して極めて強く安 

全であるという認識から、井戸による安全で良質な地下水確保の重要性を改めて見直され 

ています。 

 ただし、井戸ケーシング管は、深度の大きな液状化現象や大きい地盤変動等の場合に破 

断する可能性がありますので、重要度に応じて、ケーシング管の選択（強靭性と耐食性の 

ある DIP など）や耐震継手等の検討が必要になります。 

 

2. 地震の影響による井戸水位及び地下水質の変動  

 地震の前兆現象として、一時的な井戸水位の低下や上昇が起こり、濁りや褐色になった 

という事例がありますが、これらは浅井戸に多く見受けられます。 

特異的に古い深井戸でも濁水が生じることがあります。これは井戸内の泥水溜り、ケーシ

ング内付着物、スクリーン外部の充填砂利などに対する急激な水位変動による水撃や流速

の急変が原因と推察されますが、揚水を続ければ清澄になります。 

 

3. 放射能汚染災害に対する地下水の安全性 

 東電福島第一原発の事故発生による放射能汚染は、大気に拡散した放射性物質が降雨前 

の乾性沈着及び降雨時の湿性沈着により地面表層に降下し、広域的周辺環境に大きな影響 

を与えるにいたりました。特に水道事業等では、地表面の放射性物質が雨水とともに速や 

かに河川に流出したため、表流水系浄水場では処理対応等にこれまでにない大きな問題と 

なました。他方、表流水の影響を受けない地下水を水源とする水道では、放射性物質が検 

出されていなく、井戸水に放射能汚染の影響が現れていません。 

 今回の放射性物質で問題となった放射性ヨウ素 131 は、その半減期が 8.02 日で短期間 

であり、土壌等に吸着するので地下水への影響はないとされています。また、放射性のセ 

シウム 134（半減期 2.06 年）とセシウム 137（半減期 30.07 年）については、その半減期 

が長期間であるが、「土壌等に吸着し地面表層に残留することから地下に容易に浸透しない 

ことを考慮すると、地下水に影響が現れる蓋然性は低い（厚生労働省・・水道水における 

放射性物質対策中間取りまとめ）」と公表され、地下水は安全といえます。 

 なお、環境省においては、地下水質の放射性物質モニタリングを実施されており、これ

までの水質結果によると、「福島県内 382 地点の全ての放射性ヨウ素が不検出、放射性セ

シウムは警戒区域内の２箇所のみで検出され、134 Cs と 137 Cs の合計値が 1~2Bq/L と微

量であった。また、近県の 162 地点では、全ての地点で不検出」と公表されています。 

 政府の原子力災害現地対策本部による福島県内の水道水中の放射能物質検査のうち、地

下水の放射性ヨウ素 131 のモニタリング結果（2011.03.21~05.31）は、表流水の影響を受

Q4.10  地下水は地震及び放射能汚染災害に対して安全か？ 

79



 

 

ける地下水（伏流水、浅井戸など）においては、初期発生の最大値が 220Bq/kg 以下で、

２週間後に検出されなくなりました（表 1 参照）。また、表流水の影響を受けない地下水

（深井戸など）においては、初期から全く検出されなかった。さらには、原発から 20~30km

の地域にある飲用井戸（深さ 10m以下が多い）の 131 I 、134 Cs、137 Cs の検査では、すべ

て検出されなかったという結果を公表されています。 

 厚生労働省では、飲料水の基準値である放射性セシウム（134 Cs 及び 137 Cs の合計）

10Bq/kg を水道水中の新たな目標値とし、原子力緊急事態が収束していない状況から福島

県及び近隣地域１都９県において平成 24 年度以降の水質検査計画に放射能の水質検査を

位置付け、表流水及び表流水の影響を受ける地下水を利用する水道事業者等がモニタリン

グすることが適当であるとされています。 

 このようなことから、表流水の影響のない深井戸による地下水は安全であるといえます。 
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１．物理化学処理と生物処理に大きく分かれる 

 水処理の方法は，大きく分けて，物理化学処理(濁質処理，化学処理)と生物処理とがあ

る。図 1 に水中の汚染物質の大きさとそれに対応する除去プロセスを示す。 

約 1μm のサイズが水質分野で「溶けている」と「濁っている」との境界である。重要

な水質指標である浮遊物質(SS)の測定においては、1μm～2 mm のサイズの水に浮遊して

いる粒子としている。 

浮遊物質(濁質)の処理では，凝集，沈でん，ろ過をセットとして用いる方法が広く用い

られている。一方，1μm より細かい物質は，凝集操作で粒子化できれば，除濁技術を用

いることができるが，凝集しない物質に対しては，薬品を使用した化学処理や微生物の力

で汚れを分解する生物処理を用いる。一般には，濁質処理が最も安価な処理となり，次に，

生物処理であり，最も高価なのは化学処理となるが，様々な要因にコストは影響される。 

10nm1nm

天然水着色物質(フミン質など)

ウイルス

タンパク質・多糖類

塩類

逆浸透 (RO)

ナノろ過 (NF)

限外ろ過 (UF)

精密ろ過(MF)

農薬・プラスチック添加剤

粘土

電気透析 (ED)

透析(拡散透析)

シルト

1 µm0.1 µm

アミノ酸

104103102101 105 分子量

溶質サイズ

医薬品・抗生物質

溶質のサイズ

排水処理プロセスの対象

生物処理

普通沈でん

凝集沈でん

砂ろ過

砂

研磨排水

細菌 原虫

10 µm

 

図 1 水処理の対象になる溶質や濁質のサイズと適合する処理プロセス 

 

２．濁質処理の方法 

 沈でんとは沈でん池に水をゆっくり通すことによって，重力を利用して水中の濁質を沈

でんさせる技術である。濁質の種類や沈でん時間にも依存するが，10μm以上の普通沈で

んで除去可能である。さらに小さいサイズの濁りまで除去するためには，凝集沈でん法が

ある。これは，水に凝集剤という薬品を加えることによって，電気的に反発しあう細かい

汚れを電気的に中和し，フロックという塊を作り易い状態にしてから沈でんさせる方法で

ある。凝集剤には，アルミニウムや鉄の塩などの無機系のものが浄水処理ではよく用いら

れ，排水処理では，ポリアクリルアミドなどの有機系のものがよく用いられる。 

 沈でんした上澄から，さらに，微細な粒子を除去する方法としてろ過がある。ろ材とし

て，砂などがよく用いられる。他に，精密ろ過膜や限外ろ過膜を用いて濁質を分離する技

術がある。膜が濁質で閉塞するのを防ぐため，クロスフロー型のろ材表面に平行に水を流

し，濃縮液を透過液とは別に排出するろ過方法が高い濃度の懸濁液のろ過には用いられる。 

 

Q5.1 水をきれいにする方法を教えてください 
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３．溶質処理の方法 

 一方，水に溶けている溶質の処理には，生物処理や化学処理が用いられることが多い。

分子と一般に呼ばれるものは 1nm オーダーのサイズをもつ溶質であり，これらの除去に

は，生物で分解ができるものは，生物処理を用いることが多く，生物で分解できない溶質

の除去にはオゾン処理，活性炭処理など化学的な方法を適用するのが原則である。塩化物

イオンなどの塩分はそれ自体が消滅することはないので，除去技術というよりは分離技術

を適用することになり，逆浸透法，イオン交換法などの処理プロセスが必要となる。 

 生物処理法を大きく分けると，表 1 に示すように，酸素を吹き込み汚水中の有機物を酸

化分解する好気性処理と，酸素のない雰囲気で汚水中の有機物をメタンなどに転換する嫌

気性処理がある。好気性処理ではほとんどの場合有用な資源を回収できないのに対して，

嫌気性処理ではメタンの形でエネルギーを回収できるが，好気性処理の方が最終的に到達

できる水質レベルは格段に優れている。生物処理で用いる生物は，ほとんどが微生物で，

水に浮遊した微生物を用いる方法と，固体表面に付着した生物を用いる方法とがある。浮

遊性微生物を用いた方法の代表例は，活性汚泥法であり，一方，散水ろ床法や回転円板法

では，固体表面に付着させた微生物を用いている。 

 

表 1 生物処理の大まかな分類 

好気/嫌気の区分 用いる微生物の種類 代表的プロセス 

好気性処理 浮遊微生物 活性汚泥法 

付着微生物 接触曝気法，散水ろ床法，回転円板法 

嫌気性微生物 浮遊微生物 通常の嫌気性処理 

付着微生物 嫌気ろ床，嫌気性流動床 

自己造粒微生物 上向流嫌気性汚泥床(UASB) 

 

４．微生物に対する処理 

 上下水道に関する学問を指す用語として，「衛生工学」が用いられてきたが，「衛生」と

は「生命を衛る」という意味で，水の中に含まれる微生物的な汚染への対処が重要視され

てきた。水の中の細菌を消毒する方法としては，塩素処理が極めて一般的であるが，病原

体の物理的なサイズを利用して分離する精密ろ過や限外ろ過，病原体の構成成分を化学的

に攻撃するオゾン処理，紫外線処理などの方法があり，これらのなかには，原虫やウイル

スにも有効なものがある。 

 

５．生産工程の見直しからはじめる 

公害対策の必要性から，とにかく排水を処理することで手いっぱいであった時代の排水

処理技術を生産工程の末端で対策するという意味からエンドオブパイプテクノロジーと呼

ぶ。一方，現在では，より環境負荷の低減を目指し，廃棄物を出さない「ゼロエミッショ

ン」型の技術や生産工程そのものを見直して排水を減らす「クリナープロダクション」型

の技術が廃水処理でも模索されている。廃水から有価別を回収し，廃水処理と資源回収を

同時に行うことも行われている。 
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１．活性汚泥法は下水に空気を吹き込む実験から発見された 

活性汚泥法(Activated Sludge Process)が開発されたのは 1900 年頃である。汚水に空気

を吹き込んでいると，茶色いふわふわした塊が生じてくるが，この茶色の塊を取り出して

新しい汚水に加えると，驚くほど速く浄化が進むことが発見され，活性汚泥法が成立した。

当初は，活性汚泥が生物なのか，泥みたいなものなのかさえ分かっていなかったので，何

か，触媒作用をもった泥という意味で，活性汚泥(Activated Sludge)と命名された。以後，

世界中の下水処理，廃水処理の主流を占める方法になっている。 

 

２．活性汚泥法は河川の自浄作用をコンパクトにしたもの 

生物による廃水処理では，酒やヨーグルトなどの製造プロセスなどのように単離された

微生物を用いるのではなく，雑多の菌の寄せ集めを混合培養系として用いる。混合培養系

であるからこそ，様々な細菌が様々な成分を低濃度まで処理できる。さらに，細菌だけで

なく，様々な原生生物，微小動物などが浄化に関わっている場合もある。図 1 は，活性汚

泥法での食物連鎖を模式的に書いたものである。排水中の有機物をバクテリアが自らの生

存や増殖に必要な栄養源として摂取し，さらに有機物が，原生生物，微小動物へと流れる

食物連鎖が人工の処理装置の中で成立している。生物活性汚泥法のことを河川の自浄作用

を工学的にコンパクトに生じさせる技術として説明することが多いが，まさしく，生物的

廃水処理は，自然で起こっていることを効率的に安定して生じさせる技術である。 

排水中の栄養

細菌（バクテリア）

原生生物

微小動物

食物連鎖の方向

 

図 1 活性汚泥法での食物連鎖 

 

３．フロック形成が重要 

図 2 に活性汚泥法の原理を示す。汚水は，沈でん池から返送される汚泥と混合され，エ

アレーションタンクで空気が吹き込まれる。エアレーションタンクでは，汚泥を構成する

微生物が増殖し，また，呼吸することで，汚水中の有機物が微生物に取り込まれ酸化分解

される。沈でん池では，汚泥が分離され，沈でんした汚泥はエアレーションタンクに戻さ

れ再度反応に供される。この際に，一匹一匹の微生物が離れて存在したのでは沈降しない

が，フロックを形成する微生物が処理系で卓越し，沈でん池で沈降するところが活性汚泥

法の技術の要である。増殖した微生物の一部は余剰汚泥として系から引き抜かれ，汚泥処

理工程へ送られる。 

Q5.2 活性汚泥法について教えてください 
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最終沈でん池エアレーションタンク

廃水

返送汚泥

余剰汚泥
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余剰汚泥

処理水
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図 2 活性汚泥法の原理 

 

４．様々な活性汚泥法の変法 

活性汚泥法のいくつかの変法について図 3 に示した。膜分離活性汚泥法は，沈でん池の

代わりに膜で固液分離をするもので，微生物を高密度に反応タンクに保持でき，コンパク

トな処理が可能である。水質がよく，汚泥の管理が容易なため，最近，採用例が増えてい

る。オキシデーションディッチ法は，比較的小規模な下水や有機性産業排水の処理に用い

られ，汚泥の発生量が小さいなどの特徴がある。他に，長時間エアレーション法，大規模

な処理施設で酸素供給を合理化できるステップエアレーション法，リンを除去するための

嫌気好気法，窒素を除去するための循環型硝化脱窒法など様々な活性汚泥法の変法が実用

化されている。 

廃水 処理水

空気

膜

廃水 処理水

空気

膜

浸漬型

クロスフロー型

膜分離活性汚泥法

エアレーター
(機械撹拌式など )

外付け沈でん池
(回分で処理する場合

は沈でん池は不要)

返送汚泥

処理水

廃水

反応ディッチ

オキシデーションディッチ法  
 

図 3 膜分離活性汚泥法とオキシデーションディッチ法
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１．汚泥の処理があって水処理が完結する 

水をきれいに処理すると，汚れの一部は消滅するが，一部は汚泥という形で汚れが水か

ら分離され固形化する。汚泥の処理を行ってはじめて水処理が完結する。汚泥には，無機

の汚濁物質が凝集沈でん処理などによって固形化した無機性の汚泥と活性汚泥法などによ

って汚れが微生物体の形に転換した有機性の汚泥とがある。 

 

２．含水率は汚泥処理の重要指標 

水処理プロセスから引き抜いた汚泥は，多くの場合，含水率 99％ほどで，外見はほとん

ど水である。これをゆっくり沈でんさせると，含水率 98%程度まで重力濃縮できることが

多い。ここで注意することは，含水率は 99%から 98%とほとんど変わっていないように見

えるが，固形分濃度は 1%から 2%に倍になっていることから，汚泥量としては半分になっ

ていることである。脱水とは，含水率をさらに 70%程度まで下げ，パサパサした状態に汚

泥をすることをいう。このパサパサした状態のものを脱水ケーキと呼ぶ。さらに，脱水し

たものを焼却したり，最近ではさらに高温で処理して溶融することがある。 

 

３．脱水の前処理と脱水機の種類 

必要であれば，脱水の前処理として，ろ過助剤の添加，凝集剤の添加，水洗，加温など

が行われる。真空ろ過，加圧ろ過では無機系凝集剤が，遠心脱水，スクリュープレス，ベ

ルトプレスでは有機系凝集剤が用いられることが多い。脱水機の種類には，表 1 に示した

ようなものがある。 

表 1 脱水機の種類 

脱水機の名称 脱水機の構造 

真空ろ過 

（オリバー型など） 

多孔ドラム上にろ材を張り，ドラム内部を減圧し，ドラムを回転

しドラムが下部の液中にあるときに汚泥をろ材に吸引し，ほぼ 1

回転したところでスクレーパーで汚泥を掻きとる。 

加圧ろ過 

（フィルタープレ

ス） 

ろ布内に汚泥を加圧し，水分を除去し，ある一定時間に達ったと

ころで，ろ布に残った汚泥を下部へ落とす。 

加圧ロール 

（ベルトプレス） 

2 枚のろ布の間に汚泥を供給し，ろ布をローラーで挟み圧搾して

脱水する。 

スクリュープレス 外側の固定されたケージ内をウォームと呼ばれるスクリュー状

のものが回転し，汚泥を次第に狭い空間に圧搾することによって

脱水する。 

遠心脱水機 高速回転による遠心力で固液分離を行い汚泥と水とに分離する。

多重円盤型脱水機 小規模な応用で多く，回転する円盤に押し出されるように汚泥が

動き出口側の円盤が遅く回転することにより圧縮力が生じ，水が

絞られる。 

Q5.3 水処理で生じる汚泥はどのように処理しますか？ 
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４．有機性の汚泥の焼却，熱回収 

活性汚泥法の余剰汚泥のように，有機系の汚泥は，緑農地還元などが可能であれば，焼

却しない場合もあるが，有毒物が含まれる場合には緑農地還元はできない。減容化のため

に焼却をすることが多く，また，建設材料などへ再利用される場合にも焼却に類似したプ

ロセスを経る。表 2 に焼却炉の種類とその構造を示す。 

 

表 2 焼却炉の種類と構造 

焼却炉の種類 焼却炉の構造 

流動床焼却炉 炉の中に砂などの流動媒体を入れ，高温ガスによって流動状

態にしながら，焼却する。 

立型多段炉 汚泥が上段から下段に徐々に落とされ，乾燥，燃焼，冷却，

灰の取り出しという工程を経る焼却炉。 

横型回転炉 

（ロータリーキルン） 

燃焼空気と汚泥が向流式となって，乾燥，燃焼が次いで生じ

る炉。有効ろ長の 80%ほどが乾燥に用いられる。 

階段式ストーカー炉 ごみの焼却などによく用いられるが，階段状移動床上を徐々

に汚泥が滑り，乾燥，燃焼，灰化がされる。 

 また，有機性の汚泥の持っているエネルギーをメタンで回収する方法として嫌気性処理

がある。好気性生物処理が雑菌でそれぞれの菌の役割分担がはっきりわからないのに対し

て，嫌気性処理では，各反応段階に寄与する微生物が限定されており，逐次反応系である。

大きく反応段階は 2つに分かれ，前段の酸生成過程では，有機物が高級脂肪酸，アミノ酸，

糖類，芳香族化合物，などを経て酢酸，プロピオン酸，酪産などの低級脂肪酸に分解され，

後段のガス発生過程で，低級脂肪酸からメタン，水素などを生じる。前段と後段の反応の

バランスが崩れて，pH が低下すると，メタン生成菌が死滅し処理の立て直しが不可能に

なることがあり，それを防ぐために 2相消化法(嫌気性反応の前段と後段を槽を分けて運転

する方法)も開発されている。嫌気性処理には，最適な温度範囲が，中温消化(37℃付近)と

高温消化(54℃付近)の 2 段階あり，両者で関与する微生物も決定的に異なる。自然にこの

温度にならない場合には，加温をする。 

酸生成

廃水中の有機物

酢酸，プロピオン酸，酪酸

メタン生成

水素，メタン  
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1. 水使用の現状（図 1参照） 

平成 18 年における我が国の水使用実績（取水量ベース）は約 831 億 m3/年、生活用水

約 157 億 m3）、工業用水約 126 億 m3、農業用水約 547 億 m3（公益事業や消・流雪など

のために使用された水量は含まない）であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 生活用水（図 2参照） 

家庭で使用される水を家庭用水、オフィス、ホテル、飲食店等で使用される水を都市活

動用水といい、これらをあわせて生活用水と呼んでいます。 

生活用水の一人一日当たり使用量は水洗便所の普及などの生活様式の変化に伴い 1965

年から 2000 年までの間に約 2 倍に増加し、この間の人口の増加や経済活動の拡大とあい

まって、生活用水の使用量は約 3 倍に増加したが、近年の使用量は横這いもしくは漸減傾

向になっています。 

家庭用水の使い方は、トイレ（約 28％）、風呂（約 24％）、炊事（約 23％）、洗濯（約

16％）といった洗浄を目的とするものが大部分を占めています。 

 

3. 工業用水（図 3参照） 

工業用水は製造業などの産業活動に供給される水で、原料用、製品処理・洗浄用、ボイ

ラー用、冷却用などに使用されています。使用量には、一度使用した水を回収して再利用

している水量が含まれており、使用量全体の中で、回収利用している水量が占める割合を

回収率と呼んでいます。 

Q5.4 日本の水使用量の推移は？ 

図 1 全国の各種の水使用量の推移（1975 年～2007 年） 
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工業用水の使用量は 1965 年から 2000 年までの間に約 3 倍に増加しましたが、回収利用が

進んだため、新たに河川等から取水することが必要となる水量（補給量といいます）は 1973

年をピークに漸減しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 生活用水使用量の推移（1965 年～2007 年） 

図 3 工業用水使用量の推移（1965 年～2007 年） 
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1.目的 

 都市における下水処理の再生利用の全体フローの概要を図 1 に示します。再利用には下

水処理場をさらに高度処理施設にて処理を行う。日本における下水処理水は、年間 139.3

億トンであり、そのうち再利用量は約 2.0 億トン(再利用率 1.5%)である。再利用先の用途

を図 2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.利用用途 

下水処理水を再利用する際の利用用途は，これまでの国内実績等により以下のものが想定

されます。 

①雑用水；水洗用水，散水用水，洗車用水 

②都市用水；散水・洗浄用水（公園，道路，下水管きょ等）、修景・親水・環境用水（せ

水道 

高度処 

理施設 

修景用水 

工業用水 

融雪用水 

河川維持用水 

農業用水 

トイレ用水 
下水処理場 

図 1 下水再生水利用のフロー図 

Q5.5 下水処理再生水利用の用途、システム、実用例は？ 

図 2 下水再生水利用用途(H19 年度国土交通省下水道) 

(出典：http://www.mlit.go.jp/crd/crd_sewerage_tk_000138.html) 
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せらぎ水 

路，池等）、消火・防火用水，消雪・融雪用水等 

③工業用水；原料用水，冷却水，洗浄用水，ボイラー用水，温調用水等 

④農業用水 

⑤河川（都市水路）維持用水 

⑥地下水涵養 

なお，工業用水利用には，下水道から民間事業場等へ直接供給している場合と，工業用

水道事業者へ代替水源として供給している場合があり，需要者側でそれぞれの用途に適合

した水質までに処理等を行って再利用しています。また、この他に、海外の事例では、水

道水源（間接的利用）やレクリエーション用（水浴）池用水などにも利用されています。 

下水処理水の再利用に関する基準等に関しては、「下水処理水の再利用水質基準等マニュア

ル」があります。＜出典：http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha05/04/040422/05.pdf＞ 

表 1 日本における下水再生水利用のフローと代表的な事例 

都・県 処理フロー 実用例 

東京都 ①下水―活性汚泥法―UV(消

毒＋硝化抑制) 

河川維持用水(目黒川などの水源：約 85,000m3/日)

②急速ろ過 雑用水(新宿地区のトイレ用水：約 7,000m3/日) 

③生物膜ろ過+オゾン耐性膜 

（色、臭気、濁度） 

雑用水(汐留地区のトイレ用水：約 7,000m3/日) 

④オゾン処理（臭気、色度） 「ゆりかもめ」の洗浄用水：約 2,000m3/日 

⑤逆浸透膜 親水利用(環境用水：落合水再生センターせせらぎの

里」：約 40m3/日 

福岡市

*) 

①凝集沈でん→オゾン反応→

砂ろ過→塩素消毒→仕上繊維

ろ過 

渡辺通り地区、香椎地区、その他地区において雑用

水として利用。7,200m3/日 

②凝集沈でん → オゾン反応 

→ 生物膜ろ過 → 塩素消毒 

博多駅周辺地区、都心ｳｫｰﾀｰﾌﾛﾝﾄ地区において、ト

イレの洗浄用水や樹木の散水用水として再利用。

1,600m3/日 

堺市 三宝下水処理場から高度処理

した下水処理水を送水 

 

・供給区域内のすべての建築物及び緑地等（工業用

水のみでなく、多用な用途に利用可能）供給能力：

日最大 34,000ｍ3/日・消防用水としての利用 

香川県

多度津

市 

二次処理水→ 凝集ろ過→ 活

性炭吸着→  

農業用水、河川放流、地下水涵養、修景用水 

河川維持・浄化用水約 5,500m3/日、地下水涵養約

2,425m3/日 

二次処理水→オゾン処理→ 活

性炭吸着→ 

親水利用：せせらぎ水路(農業用水約 2,000 m3/日、

せせらぎ用水約 45m3/日、修景用水約 30 m3/日 

＜出典：国土交通省下水道部、我が国における下水処理水の再利用状況＞ 

＜*)再生水事業 

http://www.city.fukuoka.lg.jp/doro-gesuido/kanri/hp/water-recycle.html#a01＞ 
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1.北九州市におけるウォ－タープラザ（Water Plaza :WP）とは？ 

(1)目的 

省エネルギーで環境に調和した水循環システムの構築、国際社会への普及促進に寄与す

るため、海水淡水化と下水再利用の統合による低コスト・低動力の新規造水システムのデ

モプラントと、複数の実証実験を同時に行えるテストベッドから構成される「ウォーター

プラザ」を建設し、官民が連携して持続的な水利用に係る処理技術の開発及び管理運営ノ

ウハウの蓄積、国内外への情報発信・技術普及等を図っています。  

 

(2)フローシート 

北九州市「ウォータープラザ」における全体システムのフローを図 1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水を MBR と RO で処理することで再生水を製造するとともに、この際に発生する RO

膜の濃縮水を海水淡水化プロセスに投入することで塩分濃度が希釈され、システム全体の

エネルギー消費量の大幅低減［目標：約 30％(従来比)の省エネルギー］を図るという処理

フローとなっています。 造水能力は約 1,400m3/日［下水（約 1,550m3/日）からの造水量：

約 1,000m3/日、海水（約 500m3/日）からの造水量：約 400m3/日］である。近隣の工場で

工業用水としての活用を検討しています。(出典： 

http://www.hitachi-pt.co.jp/news/2010/20100226.html) 

Q5.6 北九州市、周南市におけるウォータープラザとは？ 

生活排
水(下水)

海水

処理水(放流)

再生水

(農業用水)

淡水

(工業用水)

再生水

(工業用水)

MBR

UF処理

低圧RO

中圧RO

無薬注

省エネ

都市

沿岸

UF

省エネ
高濁度除去UF

ｳィﾙｽ

低圧RO濃縮水

中圧ﾎﾟﾝﾌﾟ
大型ｴﾚﾒﾝﾄ

(NEDO)

図 1 北九州市におけるウォータープラザのフロー 

図 2 北九州市におけるウォータープラザの施設の写真 

（左：MBR装置、中：UF膜装置、右：RO装置） 
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2.山口県周南市におけるウォ－タープラザ（Water Plaza :WP）とは？ 

(1)目的 

 近年、水不足に対応する新しい造水システムとして、工場排水処理と下水再利用の統合

による高品位の工業用水を製造・供給することを目的としています。このシステムの特徴

は、海水に下水を混合することにより塩濃度(浸透圧)を低下させて処理動力の低減、処理

水の回収率増加、ポンプ動力低減、システム全体の動力を低減しています。 

 

(2)フローシート 

工場排水を UF膜で処理し、それを下水の MBR 処理水に投入・混合し、さらに低圧 RO

膜で処理することで、高品位の工業用水を製造・供給するという処理フローとなっていま

す。 造水能力は約 410ｍ3/日［下水（約 250ｍ3/日）からの造水量：約 205ｍ3/日、工場排

水（約 280ｍ3/日）からの造水量：約 205ｍ3/日］である。フローシートを図 3 に、その写

真を図 4 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 フロー図 

図 4 周南市における MBR-RO実験プラントの写真(左：RO、右：MBR) 

(出典：(財)造水促進センター、H22 年度低動力水資源循環システムの実用化検討、

H23 年 3月) 

MBR：中空糸膜、0.1μ

MF：中空糸膜、6in 

4in スパイラル型 RO 

4in スパイラル型 RO 
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雨水・再生水利用とは 、渇水を契機として水の有効利用を進める取り組みが行われて

います。一度使用した水道水や下水処理水の再処理水（再生水）、雨水 を水道水と比較し

て低レベルの水質でも使用可能な水洗トイレ用水、散水などの用途に使用するもので、雑

用用途に使用されることから「雑用水利用」あるいは上水道、下水道との対比で「中水道」

という用語が用いられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雨水・再生水を利用する施設には、以下に示すように、①～④の方式があります。 

①個別循環方式 

単一の施設内で、雨水や一度利用した排水を再生処理して、これを再度、施設内で利用す

る方式です。 

  

 

 

   

 

 

Q5.7 雨水・再生水利用にはどのようなシステムがあるか？ 

図 1 雨水・再生水利用のシステムの例 

図 2 雨水・再生水利用の個別循環方式の例 

緊急用水 

貯
留

槽
 

再生水施設

ﾄｲﾚ用水 

柏樹帯散水 

再生水水槽 

植栽

下水処理場 

下水再生水 

集水(屋根など) 

降雨 

雨水利用 再生水利用

＜個別・地区循環利用 ＜下水再生水利用＞

河川維持用水

融雪用水 

修景用水 

工業用水 

農業用水 

トイレ用水 

下水処理水を高度処理した
ものを環境用水や事業所の
雑用水等に利用すること

排水を建築物内あるい
は地区内で処理して、
トイレ用水等に利用す
ること

貯留槽に溜めた雨水を
トイレ用水・給水等に
利用すること
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②地区循環方式 

再開発地区などの限られた地区で、複数の施設からの排水や雨水を再生処理施設で浄化し

て、これを、各施設で受けて利用する方式です。（再生処理施設内で浄化した水を自ら利

用している場合も含む） 

 

 

   

 

 

③広域循環方式 

下水処理場で処理された下水再生水を受けて利用する方式です。（下水処理場内で下水再

生水を自ら利用している場合も含む） 

   

 

 

 

 

 

④雨水利用方式 

屋根や敷地内に降った雨水を貯めて利用する方式です。 

 

 

 

 

 

 

（出典：国土交通省土地・水資源局水資源部、雨水・再生水利用プラットフォーム： 

http://www.mlit.go.jp/tochimizushigen/mizsei/g_resources/01gaiyo/riyohoshiki.html) 

 

 雨水、再生水利用は、年間約 2 億 8千万m3 であり、全国の水使用量の約 0.3%です。 

 

 

図 3 雨水・再生水利用の地区循環方式の例 

図 4 雨水・再生水利用の広域循環方式の例 

図 5 雨水・再生水利用の雨水利用方式の例 
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1.はじめに 

1970 年代には、世界的に再生水利用の製造可能性の研究が始まりました。シンガポール

では、、飲料水水源の約 50%を隣国マレーシアに依存していたことから、国家安全保障の

立場より、ライフラインの危機管理対応として、2000 年 5 月からべドック下水処理場に

10,000m3/d 規模の実証プラントを設置して、下水高度処理がシンガポールの水需要を満足

する新規水源と成り得るかどうか利用可能性の検討が行われました。 

これは、シンガポールの上下水を管轄する PUB(Public Utility Board: 公益事業庁）が、

シンガポールの都市下水を水源として膜ろ過と紫外線殺菌処理(MF→RO→UV)により得

られる高品位再生水(NEWater とネーミング)を非直接飲用や工業用途に再利用するため

のプロジェクトであります。2 年間の調査研究の結果、プラントの性能や処理水質につい

てEPA飲料水基準とWHO飲料水ガイドラインを満たしているとの結論に至り、NEWater

計画が推進されることになりました。 

シンガポールは「4 つの蛇口をもつ」といわれおり、これは、①国内の貯水池、②マレ

ーシアからの輸入水、③再生水、④海水淡水化をいいます。 

 

2.NEWater の概要 

 NEWater の基本システムは、都市下水二次処理水を原水として、クロラミン殺菌処理 

→MF除濁処理→RO処理→UV殺菌処理→再生水(NEWater)プロセスから構成された多重 

バリアー処理により NEWater の安全性と安心を担保できる高品位下水再生処理システム 

から成り立っています(下図参照)。しかしながら、NEWater は、直接的な飲料を目的とせ 

ず、浄水水源に戻して、間接的な飲料用水および工業用水の利用となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q5.8 ニューウォーター（NEWater）プロジェクトとはどのようなものですか？ 

図 1 ニューウォーターの下水再利用の全体概要 
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現在は、再生水はほとんどが工業用水であり、飲料用は 2%で、一旦貯水池に流してい 

ます。 

NEWater は、各種MF-RO の組合せからなるバラエティーに富んだ統合膜処理システ

ムとなっています。MF膜ろ過処理が RO 工程の前処理に設置されているが、Memcor 

(Siemens)、 Zenon (GE water)、Hyflux、旭化成の各膜メーカーの浸漬膜方式やケーシン

グ式の MF膜処理システムが採用されています。 

 

3.NEWater のプラント 

シンガポール国内に設置されている NEWater プラントで稼働している RO膜に関する

情報を下表に示します。べドックのパイロットプラントでの当初の RO 処理回収率は 85%

と幾分大きな設定であったが、その後、回収率は 75％に統一されています。また、RO 処

理の設計平均 Flux は、約 0.4m/d と公表されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シンガポールでは水に関する国際的イベント「シンガポール国際水週間」を定期的に行

っています。 

 

4.今後の展開 

シンガポールは 2015 年をめどに「グローバル・ハイドロ・ハブ」への転身を計画して

います。シンガポールは、ビジネス、投資、研究、技術において、水・環境産業の拠点に

なることを目指しています。これらを達成するために、①能力開発、②産業クラスターの

形成、③国際化――という 3点を核にプログラムの推進を図っています。 

(出典：饒毅昇、都市の競争力としての再生水-人・ひと・ヒト-、月刊下水道、Vol.32 No.12  

p1) 

 

表 1 シンガポール NEWater の RO 状況 

（出典：造水技術ハンドブック 2004, (財)造水促進センター, p359～363(2004)） 
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(1)世界の主な再生水利用国 

世界の主な再生水利用国を図 1 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)主要な地域 

１)イスラエル 

 下水を処理して灌漑用水に利用して柑橘類、野菜、穀物などを栽培している。この国の

下水再利用率は約 70％と非常に高い。また、再生水利用に関する ISO 標準化に対して積

極的に取り組んでいます。 

2)シンポール 

 下水 2次処理水を膜(MF,RO)膜処理、殺菌システムによる NeWater を作っています。 

3)米国・カリホルニア州 

 慢性的な水不足に対して、下水を膜にて処理しています。また、ここでは、下水処理に

関する基準「カリホルニア Title22」を定めています。この基準は各国の膜会社が取得し

ています。 

 

(3)下水再利用のビッグプラント 

世界における下水再利用の大型プラントと使用している膜の種類および再利用先の用

途について表 1 に示します。 

 

Q5.9 世界の主な再生水利用はどのような国がありますか？ 

図 1 世界の主な再生水利用国 

（出典：http･･:www.mlit.go.jp/common/000037276） 
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表 1 世界における下水再利用の大型プラントと再利用の用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)日本における再生水利用の施設 

 日本における再生水利用の施設を図２に示します。一方、日本での再生水利用地域は、

関東臨海が 1,280 施設、北九州が 646 施設、東海が 273 施設と多くなっています(国土交

通省水資源部調べ(2007 年度末現在)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 用途別再生水利用施設(国土交通省水資源部調べ(2007 年度末現在) 

（出典：国土交通省「日本の水資源」HP より

http･･:www.mlit.go.jp/common/000037276） 

－KochUS Filter199822,710米国(アリゾナ)

工業用水,水道水東レHyflux200324,000シンガポール(セレタ)

工業用水,水道水HYZenon200332,000シンガポール(ベドック)

工業用水,水道水HYZenon200340,000シンガポール(クランジ)

地下涵養―US Filter97～0175,000米国(カリフォルニア)

工業用水,水道水東レ旭化成2005191,000シンガポール
(ウルパンダン) 

地下涵養HYUS Filter2007220.000米国(カリフォルニア)

工業用水,灌漑用水東レNorit (UF)2005375,000クエート(スレイビア)

再利用先の用途ROUF/MF運転年度容量
(m3/d)

国
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1.はじめに 

 クエートでは、水不足から下水を高度処理して再生水を得ています。この下水再生水プ

ラントは世界最大の造水量であり、日量 37万 5000m3/日であります。 

 

2.再生水プラントのフローと水質 

 このプラントは、既設のアルディア(ARDIYA)排水処理場からの排水を、嫌気槽、生物 

処理、沈殿槽、清澄池などの前処理によって処理された水を UF 膜に供給し、さらに RO

膜にて高度処理するフローであります(図 1参照)。 

ここに用いられている UF 膜はノリット社(オランダ)の外圧型中空糸膜であり、この中

空糸膜モジュールは横型に配列されています。次に、RO 膜は東レ製の耐汚染性スパイラ

ル型 RO膜であり、この RO膜で処理された水は塩素消毒を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再生水の水質を表 1 に示します。ここで RO 膜に流入する水質は、TSS(全懸濁性物質)

は 12mg/l、TDS(全溶解性物質)は 1,280mg/l であります。また、RO膜処理にて得られた

水質は非常に良好な水質となっています。この再生水は、灌漑用水、工業用水に再利用さ

れています。 

 

 

 

 

図1 世界最大のクェート下水再利用プラントのフロｰ 

Q5.10 世界最大のクェート下水再利用プラントとは？ 
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表 1 世界最大のクェート下水再利用プラントの水質 

項目 供給水（月平均） 処理水質(RO permeate)  

pH(-) 7 6-9 

TSS(mg/L) 12 <1 

BOD(mg/L) 5 <1 

Ammonia(mg/L as N) <2 <1 

NO3
-(mg/L as N) <9 <1 

PO3
-(mg/L as PO3

-) <15 2 

Oil & Grease (mg/L) <0.5 <0.5 

電気伝導度 (μS/cm) 2,000 - 

TDS(mg./L) <1,280 100 

 

3.プラントの特徴 

このプラントの特徴は(図 2参照)、UF膜モジュールが横型に配列されており(通常の UF

膜モジュールは縦型である)、RO膜と全く同じ容器を用いているので外観が非常にきれい

ことです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

    

図 2 世界最大のクェート下水再利用プラントの膜モジュール写真 

(出典：房岡良成、ニューメンブレンテクノロジーシンポジウム 2005、S-3-1、(2006))

RO膜:スパイラル型,耐汚染性膜,21,000本

UF膜：外圧型中空糸膜、8,704本
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この Q＆Aは、河川整備基金の助成事業として財

団法人 河川環境管理財団からの助成を得て作成

したものです。 




